
河川の水を利用して水力発電を導入する場合は、河川法に基づく「流水の占用許
可(河川法第23条※)若しくは登録(河川法第23条の2※ )」)が必要となります。

「流水の占用の許可」の標準処理期間が5ヵ月であることから、早い段階で河川管
理者と水利権についての相談・協議を行うことが重要です。

また、既に流水の占用の許可を受けた農業用水等を利用して一定の要件を満たし
て発電を行う場合には、「流水の占用の登録」の対象となり、標準処理期間が1ヵ月
に短縮されるなど手続きが簡素化されます。

８．許認可の協議・手続き

小水力発電導入の際に関連する、河川法、電気事業法、電力会社との系統連系、事業
計画の認定について概要を示します。

河川法

電気事業法

電気事業の適切・合理的な運営による電気利用者の利益確保、電気工作物の工
事・維持・運用を規制することによる、公共の安全の確保・環境の保全を図ること
を目的とした法律となっており、電気工作物の種類や出力条件等に応じた手続きが
必要となります。

必要な手続き

導入する小水力発電設備が、下記の条件に全て該当する『一般用電気工作物』
である場合は、電気事業法上での必要な手続きはありません。

・ 電圧６００Ｖ以下で受電
・ ダムを伴わない出力２０ｋＷ未満、かつ、最大使用水量１ｍ３／ｓ未満
・ 電線路以外で構内以外の場所にある電気工作物と電気的に接続されていない

上記に該当しない場合は『事業用電気工作物』となり、出力等条件により必要
な手続きに違いがあります。

工事計画（法第４８条、規６５条）

事業用電気工作物の工事で、条件に該当する場合は、事前に工事計画を策定し
経済産業大臣に届け出る必要があります。

届出が受理されてから３０日経過した後でなければ、工事を開始できません。

法：電気事業法
規：電気事業法施行規則
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法第42条 法第48条

電 気

主任技術者

ダ ム 水 路

主任技術者

ダムを伴う

又は最大出力２００ｋＷ以上

又は最大使用水量１ｍ ３／ｓ以上

ダムを伴わない

かつ最大出力２０ｋＷ～２００ｋＷ未満

かつ最大使用水量１ｍ ３／ｓ未満

農業用排水施設、上水道施設、下水道施設、

工業用水道施設の落差を利用する水力発電設備

かつダムを伴わない

要 要 不要 不要

ダムを伴わない

かつ最大出力２０ｋＷ未満

かつ最大使用水量１ｍ ３／ｓ未満

一般用

電 気

工作物

不要 不要 不要 不要

事業用

電 気

工作物

要 要 要 要

要 要 不要 不要

電 気

工作物

の種類

出 力 等 条 件

法第43条

保 安

規 程

届 出

主任技術者

選 任
工 事

計 画

届 出



主任技術者の選任（法第４３条、規５２条）

事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安の確保として、主任技術
者を選任し、経済産業大臣（管轄の産業保安監督部）に届ける必要があります。

主任技術者には、電気主任技術者とダム水路主任技術者があり、必要な要件を
満たした場合、外部委託などを利用できます。

電力会社との系統連系に関する協議・検討

小水力発電設備を電力会社の送配電線と系統連系を行う場合は、電力会社の電力
系統に悪影響を及ぼさないように、技術的ルールに従う必要があります。

また、発電設備設置に係る事業計画は、国へ手続を行い、認定を受ける必要があ
り、認定要件として予め電力会社との接続契約を締結しておく必要があります。

ＦＩＴ制度、ＦＩＰ制度の活用

FIT及びFIP制度を活用するためには、国による『事業計画認定』が必要です。
認定にあたっては、前述の要件のほかに土地の確保、保守点検・維持管理、関

係法令の遵守などが審査され、事業実施の確実性が高い案件が認定されます。
なお、審査期間は長期間（約3ヶ月）にわたるため、年度内に事業計画の認定

を受けるためには当該年度の提出・申込期限に留意が必要です。
また、2024年4月に改正されたFIT法では、事業計画認定に当たり、下記のと

おり説明会又は事前周知措置を求めています。詳細は、『再エネFIT・FIP制度ガ
イドブック2024（経済産業省 資源エネルギー庁）』をご覧下さい。
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電気工作物の設置者が、電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安の確保
を目的として策定するものであり、電気事業法施行規則で定められた事項につい
て、使用開始前に経済産業大臣（管轄の産業保安監督部）に届出が必要です。

また、保安規程を変更した場合は、遅滞なく届出が必要です。

保安規程（法第４２条、規５０条）

８．許認可の協議・手続き

出典：「再生可能エネルギー FIT・FIP制度ガイドブック2024」経済産業省 資源エネルギー庁

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/data/kaitori/2024_fit_fip_guidebook.pdf
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８．許認可の協議・手続き

発電事業者

電力会社
への手続

国
への手続

連系希望地点付近の系統状況に

ついて、簡易検討(事前相談)を

依頼（省略可･無料･約１ヶ月）
受 付

検討結果

通 知

連系希望地点の

系統に空き容量有り

接続検討を依頼
（20万円＋税、約３か月）

同時に接続契約の

申込みが可能

接続の同意を

証する書類

事業計画

認定通知書

接続契約の締結

工事費負担金支払

買取価格・調達期間の決定

運転開始期限のカウント開始

発電事業計画の立案

約１ヶ月

（約３か月）

電子申請により

経済産業省に

事業計画認定の申請
受 付

受 付

約３ヶ月

検討結果

通 知

審査結果

通 知

約３ヶ月

立地と設備について

詳細検討

説明会又は事前周知措置の実施

系統連系（電力会社）・事業認定（経済産業省）に関する処理フロー図


